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カーボンリサイクルとは
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・ カーボンリサイクル（CR）とは、二酸化炭素の回収・利用・貯留によって、CO2を循環的に
利用、削減する取り組みのうち、CO2を資源として捉え、再利用することで、製品等のサプラ
イチェーン全体でCO2排出抑制が可能となる技術。

利用
Carbon Capture & Utilization

(CCU)

出典：カーボンリサイクルロードマップ, 2023年6月



カーボンニュートラルに向けたCRの役割
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・ 2050年カーボンニュートラルの達成には、火力発電所の脱炭素、素材産業や石油精製
産業といったCO2排出が避けられない分野においても、確実にCO2排出を抑制する必要があ
る。
・ CO2を資源として捉え、再利用するカーボンリサイクル(CR)は、製品等のサプライチェーン
全体でCO2排出抑制が可能となり、カーボンニュートラルに向けた重要なオプションの一つ。



カーボンリサイクルを拡大していく絵姿
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水素の調達環境や技術成熟度等を踏まえつつ、各製品分野における可能な限り早期
の技術確立、低コスト化、普及を目指し、技術開発や実証を進める。
CO2削減効果については、市場投入や海外展開を見据え、LCA等の観点を含め、意
識することが重要。

出典：カーボンリサイクルロードマップ, 2023年6月



政策・施策における位置づけ
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「2050年カーポンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」（2020年12月）
経済産業省が関係省庁と連携して策定。カーボンニュートラル社会を実現するための
キーテクノロジーとして、カーボンリサイクルが重要分野の一つに位置づけられる。

「カーボンリサイクルロードマップ」（2023年6月）
経済産業省が策定。技術ロードマップ、社会実装に向けた目標・課題を整理。

「第7次エネルギー基本計画」（2025年2月閣議決定）
カーボンリサイクルを活用した製品の製造プロセスの最適化、効率化を図るため、広島県
大崎上島に整備したカーボンリサイクル実証研究拠点も活用して技術開発を推進していく
ことが示される。

「GX2040 ビジョン」（2025年2月閣議決定）
グリーントランスフォーメーションを加速させる分野としてカーボンリサイクル燃料、化学品等
が示される。

「地球温暖化対策計画」（2025年2月閣議決定）
人工光合成やメタネーションを含むCCUS/カーボンリサイクル、水素等の革新的イノベ
ーションを強力に推進することが示されている。

出典：NEDO カーボンリサイクル実証研究拠点
パンフレット



カーボンリサイクルロードマップ
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2023年6月、経産省にて、「カーボンリサイクルロードマップ」を策定。
別冊として「技術ロードマップ」を提示。
・ カーボンリサイクルがCO₂排出を抑制し、カーボンニュートラル社会の実現に貢献することに言及
・ 2050年時点でのCR技術による循環利用ポテンシャルを年間約２～１億トンと試算

化学品：
オレフィンやパラキシレン等の汎用物質、ポリカーボネー
トやウレタン等の含酸素化合物、バイオマス由来化学
品

燃料：
合成燃料、バイオ燃料、メタネーションによるガス燃料
鉱物：
コンクリート、セメント、炭酸塩、炭素、炭化物等
その他：
ブルーカーボン/マリンバイオマス、食品、植物等
と多岐にわたる。これら主要な製品を中心に、
コスト低減や用途開発のための技術開発、社
会実装を進める。

出典：技術ロードマップ
（https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/carbon_recycle_rm/pdf/20230623_03.pdf）



国内外の研究開発動向
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カーボンリサイクル技術の市場は基本的に立ち上がっていないが、一部の分野で商用化が
見られ、研究開発・実証は活発化
国内外で多様な分野の企業が参画し、国家プロジェクトやスタートアップによる技術開発
が行われており、今後はさらなるコスト低減と社会実装の加速が重要な課題となっている

本調査結果は、NEDO調査委託「カーボンリサイクル技術・製品の環境価値に係る国際連携に関する調査」（合同会社デロイトトーマツ）における内容を一部更新・追記したもの



国内外の政策動向

8本調査結果は、NEDO調査委託「カーボンリサイクル技術・製品の環境価値に係る国際連携に関する調査」（合同会社デロイトトーマツ）における内容を一部更新・追記したもの

日本は、燃料分野において、技術開発、製造から輸送、利用までバリューチェーン全体を対象とした具体的
な政策（目標設定、税制優遇）を打ち出している
米国は、税額控除という強力なインセンティブが中心だが、政権の意向による政策の不確実性が存在する
EUは、RFNBO割合等の利用義務を課すことで需要を創出し、市場のルール形成（CO2カウント等）を
主導するアプローチを取っている
英国・ドイツは、まずはCCUS実現の前提となるCO2輸送インフラの整備に重点を置く政策から着手している



市場動向：国内輸入が想定されるCR製品
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北米、南米、豪州にて日系企業が関与する事業から、e-メタンは約61万トン、e-メタ
ノールは約20万トンの製造が行われ、その一部が輸入される見込み（2030年）

本調査結果は、NEDO調査委託「カーボンリサイクル技術・製品の環境価値に係る国際連携に関する調査」（合同会社デロイトトーマツ）における内容を一部更新・追記したもの



CR（化学品・燃料）に係るNEDO事業
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先導研究 基礎研究開発 実証 商用化

※2024年度終了

研究開発フェーズ、規模に応じて、基礎研究から実証/商用化まで支援研究開発フェーズ、規模に応じて、基礎研究から実証/商用化まで支援

グリーンイノベーション基金
「CO2等を用いた燃料製造技術開発」

共通基盤技術開発

「CO2排出削減・有効利用実用化技術開発」

CR実証研究拠点*（実証）

CR実証研究拠点*（基礎）

＊「CO2有効利用拠点における技術開発」



「CO2有効利用拠点における技術開発」事業

大崎クールジェンプロジェクトの隣接地で運
営するCR実証研究拠点は、IGCCの実
証試験で分離・回収されたCO2をパイプ
ラインで供給・利用し、カーボンリサイクル
の技術開発・実証を集中的に実施してい
る。

約14,300m2の敷地に、異なる設備を有
する３つのエリア（藻類研究、実証研究、
基礎研究）を整備。

国内外から多くの視察あり
（2025年末時点：307団体、3,252名）



研究開発事業一覧

IMAT・
日本製鉄

中国電力
不二製油

ササクラ
SOC
TBM

CO2供給設備

アルガル
バイオ

事業者実証研究エリア
ササクラ、住友大阪セメ
ント、TBM

海水を用いたカーボンリサイクル技術の商用化に向
けた研究開発（補助）

アルガルバイオ微細藻類によるＣＯ２固定化技術実証と有用化
学品生産に関する研究開発（補助）

中国電力、不二製油Gas-to-Lipidsバイオプロセスの実用化開発（補
助）

広島大学、広島ガス二酸化炭素のアンモニアメタネーションの社会実装
にむけた研究開発

大阪公大、東京理科大、
MiChS、東京科学大

省エネ・省資源カーボンリサイクルアクリル酸製造技
術開発

事業者基礎研究エリア

ENEOSグローブカーボンリサイクルLPGのための触媒実用性向上と
製造プロセスの研究開発（補助）

東海国立大学機構、
川田工業

アンモニアおよびプラズマを利用する先導的カーボン
リサイクルシステムの研究開発

積水化学工業、東京
大学、東京科学大学

水素不使用高エネルギー効率ＣＯ２由来導電性
カーボン材大規模製造技術の研究開発

東北大学、住友商事シリコン系廃棄物の高度資源化技術によるカーボン
リサイクル型SiC合成の研究開発

IMAT、日本製鉄カーボンリサイクルに資する微細藻類の担持体培養
技術とバイオマスの製品化の研究開発

事業者藻類研究エリア
日本微細藻類技術協
会(IMAT)、日本製鉄

カーボンリサイクルに資する微細藻類の担持体培養
技術とバイオマスの製品化の研究開発

基礎研究棟共用棟

大阪公大
東京理科大

MiChS
東京科学大

広島大学
広島ガス

12口頭、ポスター発表



「CO2排出削減・有効利用実用化」事業

、
カーボンリサイクルロードマップに基づき、大気中へのCO2排出を抑制するために、CO2から
化学品、液体・気体燃料などを合成したり、鉱物・炭酸塩などに固定化する技術を対象とし、
CO2利用技術の実証試験等を行うとともにプロセス全体のCO2削減効果および経済性を
評価し、商用化への目途をつける。

合成メタン（メタネーション） パラキシレン

400Nm3-CO2/hスケールの大規模CO2-メタネー
ションシステムを長岡鉱場にて実証
（INPEX、大阪ガス他）

二酸化炭素からパラキ
シレンを直接合成する
技術実証を支援。その
成果を利用し、原料・
素材製造企業からアパ
レル事業者が協業し、
製品化に成功。

スポーツユニフォーム
やTシャツ手の適用
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「CO2排出削減・有効利用実用化」事業一覧

契約先製造物質化学品

IHI低級オレフィン
（エチレン、プロピレン）

CO2を原料とした直接合成反応による低級オレフィン製
造技術の研究開発

委
託

JFEスチール、
RITEメタノールCO2を用いたメタノール合成における最適システム開発委

託
日本製鉄、レ
ゾナック、日鉄
エンジ

メタノール→青酸
青酸→グリシンCO2由来メタノール経由青酸、グリシン製造の研究開発助

成

契約先製造物質鉱物・炭酸塩

契約先製造物質液体燃料/気体燃料
JPEC、産総研、電中
研、東京科学大学、
三菱電機、出光興産、
山梨大学

代替石油先進的な合成燃料製造技術の実用化に向け
た研究開発

液体燃
料

助
成

INPEXCH4
大規模な CO2 -メタネーションシステムを用いた
導管注入の実用化技術開発

気体燃
料

助
成

14口頭、ポスター発表 ポスター発表
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GI基金「CO2等を用いた燃料製造技術開発」

15https://green-innovation.nedo.go.jp/project/development-fuel-manufacturing-technology-co2/#anchorContents



GI基金「CO2等を用いた燃料製造技術開発」

16https://green-innovation.nedo.go.jp/project/development-fuel-manufacturing-technology-co2/#anchorContents

契約先製造物質テーマ

ENEOS

合成燃料

CO2 からの合成反応を用いた高効率な液体燃料製造技術
の開発

自動車用内燃機
関技術研究組合
（AICE）

乗用車および重量車の合成燃料利用効率の向上とその背反
事象の改善に関する技術開発

出光興産SAF最先端の ATJ（Alcohol to Jet）プロセス技術を用いた
ATJ 実証設備の開発と展開

大阪ガス、産業技
術総合研究所合成メタンSOEC メタネーション技術革新事業

東京ガス、IHI、宇
宙航空研究開発
機構（JAXA）

合成メタン低温プロセスによる革新的メタン製造技術開発

古河電気工業グリーンLPG革新的触媒・プロセスによるグリーンLP ガスの合成技術の開
発・実証

口頭、ポスター発表



ご清聴ありがとうございました

17


